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はじめに：実験社会科学を取り巻く世界の潮流と 

社会科学実験研究センターの役割 

21 世紀に入り、心理学はもとより、経済学、政治学、人類学、社会学、法学を含む広範な社

会科学領域において、「社会科学実験」の重要性が世界的に認識されつつあり、「人間・社会科

学統合」に向けての理論的整備が、旧来の学問体系を超えて急速に進行してきた。こうした動き

は、2002 年のノーベル経済学賞が実験経済学・行動経済学に与えられたことを端緒に、2005

年、2009 年、2012 年、2017 年にも実験手法を用いている研究者に授与されていることからも明

らかである。さらに California Institute of Technology、 UCLA、University of Michigan、Harvard 

University などのアメリカの主要大学、University of Zurich、Max Planck Institute、London School 

of Economics などのヨーロッパの主要大学・研究機関においても、経済学・人類学部門に大規模

な実験研究施設を開設する動きが急速に展開してきた。同時に、それぞれの国際拠点間での社会

科学実験研究のネットワークが整備されつつあり、研究者・PD の交換を含む人的交流も盛んに

なりつつある。こうした動きは、単に実験という社会科学において新規な研究手法の普及に留ま

らず、ゲーム理論を共通の概念軸に、「人間・社会科学統合」に向けての理論的整備が、旧来の

学問体系を超えて、急速に進行しているという文脈から生じている。こうした流れから、現在、

自然科学とも真に交通可能な人間・社会科学の姿が具体的な像を結び始めているといえよう。 

こうした世界的潮流の中、先端的な社会科学実験を展開するための日本で唯一の専門機関であ

る北海道大学社会科学実験研究センターは、2007 年 4 月に、学内共同教育研究施設として発足し

た。本センターは、時限完了を控えた 2011 年 10 月に創成研究機構評価委員会による審査を受

け、極めて高い評価のもと、同年 12 月に、2012 年度からの 5 年間の更新が全学的に決定され

た。また、これに先立ち、2011 年 3 月には、北海道大学における「北大を特徴づける研究分野及

び研究テーマ」の「世界レベルで見て北大に優位性のある研究分野」の一つとして、「実験社会

科学」が選定されており、本学における戦略的な位置づけが明確化された。 

本報告では、2020 年度のセンターの活動を自己点検・評価する。以下では、最初に本センタ

ーの沿革および現況について述べた上で、全学における位置づけ（第 3 期中期目標・中期計画に

おける位置づけ及び創成研究機構の一組織としての位置づけ）、予算・人員措置、施設概要の面

から、現在の本センターの姿を概観する。次に、1 年間の本センターの教育・研究活動を概観し

た後（詳細については資料 2 の「教育研究活動の詳細」を参照）、活動の総体について自己点

検・総括する。 

自己点検にあたっての評価軸は、北海道大学社会科学実験研究センター規程第２条の規定に拠

る。同規程には、「センターは、北海道大学（以下「本学」という。）の学内共同施設とし

て、社会科学実験に関する研究を行うとともに、社会科学実験分野における人材の育成、研究成
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果の国内外への発信、及び国内外の研究拠点との連携の強化を促進することにより、社会科学実

験に関する教育研究の進展に資することを目的とする。」と記されている。この規定を承けて、

本報告書では、以下の 4 つの側面、すなわち、①社会科学実験における先端研究の推進、②社会

科学実験分野における有為の若手人材の育成、③国際的にインパクトのある研究成果の発信、④

海外の研究拠点と連携強化を通じた人間・社会科学における実験研究のための国際ネットワーク

構築をどの程度達成できたかについて総括する。最後に、こうした自己点検・総括をもとに、社

会科学実験研究のセンターの今後の活動指針を展望する。 

1．センター概要 

（1）沿革 

1）萌芽段階： 21世紀 COEの成果とその発展的継承 

 実験社会科学を取り巻く世界的な流れの中で、北海道大学文学研究科・教育学研究科（現：文

学研究院・教育学研究院）の教員から構成される 21 世紀 COE 研究拠点「心の文化・生態学的基

盤」は、5 年間（2002 年度－2006 年度）の活動を通して、アジアにおける社会科学実験の最中核

拠点として、第一線の国際的地位を確立した。以下では、社会科学実験研究センター設立の萌芽

段階にあたる、21 世紀 COE 研究拠点（以下では 21COE と略記）の研究教育活動について述べ

る。 

2002 年秋、「心の文化・生態学的基盤」に関する拠点形成計画が、21COE として採択され

た。2003 年 4 月には、実験研究のための施設が北海道大学人文・社会科学総合教育研究棟 6 階に

完成し、本格的な活動が開始された。 

 CEFOM/21（Center for the Study of Cultural and Ecological Foundations of the Mind, a 21st Century 

Center of Excellence）は、2002 年度に採択された人文科学分野における全国で 20 の COE 研究拠

点の中でも、その尖鋭さの面で際立っていた。同拠点はいわゆる「・・・の総合的理解」といっ

た総花的な研究・教育のあり方を求めるのではなく、変革期にある人間・社会科学の今後 50 年

の方向を定めることになると考えられる最も深く困難な問題――人間の社会を可能としている心

のメカニズムの解明――を正面からとりあげ、それらの問題に全力を集中するという研究戦略を

とった。20 世紀後半を支配した社会科学におけるタブラ・ラサの神話が崩壊しつつあるなか、

科学的な研究成果にもとづく新たな人間観の構築こそが、これから生まれる新たな社会科学に最

も強く求められている。CEFOM/21 は、様々な研究を通して、この新たな科学的人間観構築のた

めに必要とされる科学的な基礎データの提供の実現を目指した。 

2002 年秋の拠点発足以降、研究論文数は急激に増加した。この傾向は、国際誌のみに限った

研究論文数でも同様であった。研究論文数の増加と並行して、研究の国際的インパクト（ISI に

よる国際研究誌上での被引用数）に関しても 2002 年以降、年を追うごとに増加した。例えば、
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同拠点リーダーであった山岸俊男教授の論文の国際的インパクト（被引用数）は、人文系他 19

拠点のリーダーの合計の 2 倍以上に達し、他を凌駕した。また、CEFOM/21 の発信する論文は、

Journal of Personality and Social Psychology や Journal of Experimental Social Psychology などの社会心

理学系の学術誌、Psychological Review や Psychological Bulletin などの心理学一般の学術誌のみな

らず、American Sociological Review や American Political Science Review などの社会科学系の学術

誌、さらには Nature や Science などの自然科学系の学術誌掲載の論文にも引用された。2005 年に

は、非人文科学系学術誌からの引用が全体引用の約半数を占めるに至った。 

同拠点では、事業推進担当者の第一線の研究活動に若手研究者がチームの一員として積極的に

関与していくことで、研究能力を育成する教育を行った。加えて、研究成果を国際的に発信して

いくための能力をもつ若手を育成する教育を展開した。具体的には、国際水準の研究を指導する

とともに、研究成果の海外学術誌への投稿・海外学会等での報告・COE 国際シンポジウム・ワ

ークショップ等での発表を奨励し、そのための人的援助（外国人教授およびポスドク研究員の採

用、および彼らによる英語による教育）および経済的援助（国際学会での発表にかかる旅費を補

助）を実施した。その結果、若手研究者による論文数は、総数、第１著者の場合のみ、および国

際誌掲載のみのいずれの場合も 2002 年以降急激に増加した。さらに、若手研究者による国際的

インパクトも年々増加し、2005 年においては、他の人文系 19 拠点リーダーの総数を越えるほど

であった。このことは、同拠点の若手研究者が大きな国際的インパクトを持ちえる研究者として

成長したことを示している。 

同 21COE は 2007 年 3 月をもって終了したが、日本学術振興会の審査委員会から、「設定され

た目的は十分に達成され、期待以上の成果があった」という A 評価を得たと共に、21COE 事業

全体の事後総括の中で「拠点形成の組織的・戦略的なシステムのモデル的なプログラムの事例」

としてとりあげられるに至った。 

2）社会科学実験研究センター設立 

上述のようにCEFOM/21は大きな成果を収め、北海道大学は2007年までの時点で、アジアにお

ける社会科学実験の最中核拠点として第一線の国際的評価を得るに至った。同年3月の21COEの

終了を控え、同分野における北海道大学の国際的評価を一層確実なものとし、その役割をさらに

発展させるために、ソフト・ハード両面のインフラストラクチャーの整備が必要であるとの認識

が学内で共有された。その結果、これらのインフラを提供する土台として、社会科学実験研究セ

ンターの設立が検討された。 

2007年2月、北海道大学社会科学実験研究センター設置準備委員会が正式に発足し、同月、設

置が承認され、同年3月、同センターの規程及び運営委員会規程が整備された。同センター規程

第２条の規定には、「センターは、北海道大学（以下「本学」という。）の共同教育研究施設と

して、社会科学実験に関する研究を行うとともに、社会科学実験分野における人材の育成、研究

成果の国内外への発信、及び国内外の研究拠点との連携の強化を促進することにより、社会科学

実験に関する教育研究の進展に資することを目的とする。」と明記されている。 
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以上の経過を経て、2007年4月、先端的な社会科学実験を展開するための日本で唯一の専門機

関である、北海道大学社会科学実験研究センターが、学内共同教育研究施設として発足した。

21COEによる教育研究資産を継承しつつ、1）社会科学実験に関する研究の推進、2）社会科学実

験分野における人材の育成、3）研究成果の海外への発信、4）海外の研究拠点との連携の強化

が、本センターの達成すべき目的である。こうした社会科学全般にわたる研究・教育体制を構築

するために、構成員は、文学研究科、教育学研究院、経済学研究科、法学研究科、公共政策大学

院の文系全部局から兼務教員が配され、山岸俊男教授（文学研究科）がセンター長に就任した。 

3）2011年度までの社会科学実験研究センター 

2007年4月の発足以来、社会科学実験研究センターは、上記の4つの目標を達成するために、以

下に挙げる複数の機能を担ってきた。 

① グローバルCOEプログラム「心の社会性に関する教育研究拠点」（2007年度－2011年度）を

展開するための教育研究インフラの提供 

社会科学実験研究センターは、グローバルCOEプログラム（以下ではGCOEと略記）「心の社

会性に関する教育研究拠点」（2007年度－2011年度）の獲得に大いに資すると共に、GCOEを国

際的に展開するためのさまざまな教育研究インフラを提供した。同GCOEとセンター活動とは密

接に関わり、そこから多くの教育研究の成果が生まれた（国際的インパクトのある研究の展開、

国際的発信能力のある若手の育成）。 

② 社会科学実験に関する研究を推進するための大型外部資金獲得のための受け皿 

後述するように、社会科学実験研究センターは、GCOEに加え、特定領域研究「実験社会科学

－実験が切り開く21世紀の社会科学」（2007年度－2012年度）、最先端基盤研究事業（2010年度

－2012年度）など、各種の大型外部資金を獲得するための受け皿としての機能を果たしてきた。 

③ 海外主要拠点との連携を通じた国際的な実験ネットワークの構築 

社会科学実験研究センターは、経済学、政治学、法学、社会学など広範な社会科学の諸分野

との協働を推進すると同時に、進化心理学研究の世界的中心として知られているカリフォルニア

大学サンタバーバラ校進化心理学センターをはじめとする、海外主要研究拠点（スタンフォード

大学社会科学研究所、UCLA 行動・進化・文化センター、コーネル大学経済社会研究センター、

インディアナ大学認知科学プログラム等）との拠点レベルでの連携強化を進めた。 

④ 学内の研究者・大学院生を対象とする施設提供・技術供与・教育展開 

本センターは学内共同教育研究施設として、学内の研究者・大学院生を対象に、各種の社会

科学実験を行うための施設提供、技術の供与、教育展開を行った。 
 

 なお、山岸俊男教授（文学研究科）の定年に伴い、2011 年 4 月より、亀田達也教授（文学研究

科）が社会科学実験研究センター長に就任した。 
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4）社会科学実験研究センターの更新 

 本センターは 2011 年 10 月に創成研究機構評価委員会による審査を受け、極めて高い評価のも

と、同年 12 月に、2012 年度からの 5 年間の更新が全学的に決定された。以下にその概要を述べ

る。 

 2011 年 7 月、創成研究機構より本センターの評価にかかる委員会からの依頼により、8 月下旬

に書類にて自己評価を提出した。さらに 9 月、委員長をはじめ本学外の外部委員が過半数を占め

る評価委員会が招集され、そこでプレゼンテーションを行った。その結果、「本センターは広い

領域の社会、人文科学を融合し、人間の社会、経済、文化と心に迫る新しいパラダイムを追求

し、設置期限内における 4 つの達成計画全てにわたり、それぞれ注目すべき成果が得られてい

る。まだ予備的な結果もあり、個人を対象とする実験の成果を集団の行動や特性に結びつけるに

は、いま一段の飛躍が必要であるが、今後の研究によりすばらしい成果が出ると期待される。」

とのコメントの上、最高のＳ評価が得られ、「創成研究機構評価委員会としては、本センターで

実施されている研究の継続を期待する。」と結ばれている。 

 この評価委員会の評価調書を受け、2011 年 11 月に本センターの将来計画を作成・提出し、翌

年 1 月の教育研究評議会での審議・了承後、同月の役員会において正式に、2012 年度からの 5 年

間の更新が措置された。 

 2012 年度及び 2013 年度には、『卓越した大学院拠点形成支援補助金』（SEFM）を受け

（2012 年度 53,820 千円、2013 年度 19,712 千円）、その運用に際し中心的な役割を担った。 

 なお、亀田達也教授（文学研究科）の転出に伴い、2014 年 10 月より、結城雅樹教授（文学研

究科）が第三代社会科学実験研究センター長に就任した。 

5）社会科学実験研究センターの時限撤廃 

 2015 年 4 月 1 日、北海道大学の全学的な組織再編により、当センターは、従来の「共同教育研

究施設」から新たに「学内共同研究施設」に変更されると共に、設置時限が廃止された。 

なお、2018 年 10 月より、大沼進教授（文学研究院）が第四代センター長に就任した。 

（2）センターの理念 

社会科学実験研究センターは、以下の事項を理念とする。 

 社会科学における実験研究のための手法の開発と普及を通して、社会科学の実験科学化を

推進する。 

 社会科学における実験研究の本格的導入により、人間科学と社会科学の双方に対して共通

の対話可能な研究環境を提供する。 
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 人間・社会科学における実験研究のための国際実験ネットワークの構築を進め、世界各国

の拠点を結ぶ国際実験の促進をめざす。 

 実験研究を通して人間科学と社会科学とを結びつけるための研究活動を行い、その成果を

国際的に発信することのできる若手人材を育成する。 

（3）センターの役割 

社会科学実験研究センターの主たる役割は、本学の学内共同研究施設として、学内外の研究者

を対象に、社会科学実験研究のための施設提供と技術供与を行うことを通じて、以下の研究・教

育目標の達成に寄与することである。 

 社会科学実験の国際拠点として、先端的研究を展開し、研究成果を国際発信する。 

 社会科学実験の中心として、他大学の研究者との協力のもと、若手研究者を育成する 

（博士研究員・リサーチャーの受け入れ、ワークショップの開催等）。 

 社会科学実験の論理と実践に関する大学院共通授業を展開する。 

（4）本学における位置づけ 

1）中期目標・中期計画における位置づけ 

北海道大学の第一期中期目標・中期計画（2004－2009 年度）では、人間・社会統合科学が研

究重点領域として構想された。同時に、「旧来の学問体系を越えて新たな学問領域の創生を果た

すために、複合的学際的領域における世界的研究拠点形成の核となりえる研究の推進」が目標と

された。21COE「心の文化・生態学的基盤」を継承・発展させ、GCOE「心の社会性に関する教

育研究拠点」の基盤を提供する形で、社会科学実験に関心をもつ文系 5 研究科・部局の研究者を

結集した本センターは、こうした第一期中期目標・中期計画の理念と明確に関連していた。 

社会科学実験研究センターには、その発足以来、第一期中期目標・中期計画に沿う形で全学的

な支援が行われてきた。その支援の中心は、人文・社会科学総合教育研究棟 6 階に実験研究のた

めの施設が確保されたこと、全学運用教員制度による教員の戦略的配置により同センターの運営

に必要とされる人件費等が措置されたこと、の 2 点である。現在、本センターはこうした全学的

支援を背景に、GCOE 拠点にインフラを提供し、拠点形成に参加する文学研究科、教育学研究

院、経済学研究科等の諸組織での大学院教育の高度化と部局横断的な若手研究者育成プログラム

を強力に推進してきた。 

さらに、第二期中期目標・中期計画（2010－2015 年度）では、「研究水準及び研究の成果等

に関する目標を達成するための措置」として、「基礎領域における研究を持続的に推進するとと

もに、（中略）実証型・フィールド型の研究や先端融合領域の研究を重点的に支援する。」、

「研究成果を、国際的に評価の高い学術誌や著書、国際学会・シンポジウム等に積極的に発表す
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る。」としており、社会科学実験研究センターは、教育研究活動の概要（p.10〜12）で述べるよ

うに、着実にこの目的に沿った活動を果たしてきた。また、第二期中期目標・中期計画では、研

究実施体制について、「「創成研究機構」において、本学の研究戦略に基づき、附置研究所、共

同利用・共同研究施設、学内共同利用研究施設間の連携を進め、共同研究プロジェクトを機動的

に推進する。」としており、本センターも、その一つとして明確に位置づけられている。 

2010 年からは、文部科学省の最先端研究基盤事業の連携拠点として、京大をはじめとする心

理学系研究拠点とともに「心の先端研究のための連携拠点（WISH: Web for the Integrated Studies 

of the Human Mind）構築」を推進している。他分野・他大学の研究者との間で先端的な共同研究

体制を構築するという本センターの方向性は、「他大学等との連携による効果的な共同研究を推

進し、全国に（また世界に）開かれた研究拠点としての地位のより一層の向上を図る。」という

第一期中期目標・中期計画の、また、「他大学及び諸研究機関と効果的な連携研究を推進す

る。」という第二期中期目標・中期計画の理念と整合する。 

第三期中期目標・中期計画（2016－2021 年度）においても、全学的な研究水準及び研究成果

に関する目標－「持続可能な社会を次世代に残すため、グローバルな頭脳循環拠点を構築し、世

界トップレベルの研究を推進するとともに、社会課題を解決するためのイノベーションを創出す

る。」－の達成に貢献していく。本センターもこの目標に呼応し、「人文学・社会科学の中心的

拠点として、当該領域の最先端の研究を牽引し、異分野融合研究を推進する。」ことに、人文・

社会科学から取り組む。また、本学では研究目標として「異なる視点を持つ研究者の知のネット

ワークを形成し、新たに国際共同研究を 45 件以上展開するなど、グローバルな頭脳循環のハブ

として研究を推進する。」と唱っている。学内共同利用研究施設を有する当センターでは、「学

内共同利用施設として、幅広い国際共同研究を支援し、国際共同研究を促進する。」の一環とし

て、社会科学における国際共同研究のハブとしての機能を強化する。加えて、若手人材育成面で

も、本学では、「創造的な研究を自立して進めることができる優秀な若手研究者を育成する。」

という目標の下、「若手教員の継続的なキャリア形成支援のため、本学がこれまで培ってきたテ

ニュアトラック制度をいかし、人文社会科学系分野の育成プログラムの充実、外国人教員への支

援策等を盛り込んだ新たな育成制度を実施する。この制度により、テニュアトラック教員を 15

名以上採用し、育成する。」という目標を掲げている。当センターは、ここにある人文社会科学

系分野の育成プログラムの充実に資するべく、「人文社会科学系分野を中心とした育成プログラ

ムの充実を図る。具体的には、若手研究者の積極的な海外派遣や海外研究者との共同研究の推

進、若手育成のためのセミナーや顕彰などを行う。」、及び「若手研究者の海外派遣は、短期だ

けでなく、中長期の派遣もできる限り可能になるような支援策を講じる。」と踏み込んだ表現で

若手研究者育成を前面に押し出していく。さらに、第三期には、「大学の教育研究活動の成果を

活用し、地域・社会の活性化、課題解決及び新たな価値創造に貢献する。」という社会貢献や地

域連携についても、当センターは「地方自治体と連携し、政策提言等を行うのみならず、政策提

言に必要となる基礎データの収集等の段階からニーズに対応した意見交換を推進する。」という

新機軸を打ち立てている。 
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2）創成研究機構の一組織としての位置づけ 

2009 年 4 月、北海道大学に創成研究機構が設置された。創成研究機構は、「先駆的・融合的学

問領域の創成」、「研究成果の社会還元」等を目的に、旧来の創成科学共同研究機構が進めてき

た大型の競争的資金によるプロジェクト研究の実施と研究成果の実用化・事業化に向けた活動に

加え、学内の附置研究所・研究センターの効率的な運用を目指す組織である。社会科学実験研究

センターは、同機構を構成する組織の１つとして位置づけられている（図 1 参照）。 

なお、全学的な組織再編により、2015 年 4 月 1 日より、センターの時限が廃止され、共同教育

研究施設から学内共同研究施設となった。 

3）北大を特徴づける研究分野・研究テーマとしての位置づけ 

北海道大学研究戦略室は 2011 年 3 月に「北大を特徴づける研究分野及び研究テーマ」を全学

で 41 件、抽出した。「実験社会科学」は、「世界レベルで見て北大に優位性のある研究分野」

の一つとしてこの中に採択されている。具体的には、「重要な研究分野」として「実験社会科

学」が、研究テーマとして「心の社会性に関する研究」（「心は集団環境における適応課題を解

く道具群から成るシステムであるという観点から、心の設計を進化ゲームモデルと行動・生理･

脳計測実験により明らかにし、社会科学の基盤となる人間像を提供する」）が選定されている。

図 1 創成研究機構組織図 
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この「世界レベルで見て北大に優位性のある研究テーマ」には、2012年度分についても継続し

て選定された。 

（5）予算・人員措置 

全学運用教員に係る支援経費として、2017 年度までは本部から 134 千円を措置されていたが、

全学運用教員制度の凍結に伴い、2018 年度以降は予算及び人員は措置されていない。そのた

め、当センターは、文学研究院・経済学研究院・法学研究院・教育学研究院・医学研究院に所属

する兼務教員により運営されている。 

（6）施設概要 

社会科学実験研究センターは、北海道大学人文・社会科学総合教育研究棟 6 階に、1）集団実

験室、2）国際ネットワーク実験室、および 3）感覚システム実験室を有している。これらの実

験設備は、国内はもとより、国際的にも最高水準の社会科学実験施設であり、高い稼働率を維持

している（本センターの有する実験設備の詳細と稼働状況については資料 1「実験施設の詳細」

を参照）。 

 

 

  

(a) (b) (c) 

図 2 社会科学実験研究センター実験室の模式図 (a)集団実験室：プライバシーの程度を調整可

能な実験用机を 16 脚設置。(b)国際ネットワーク実験室：16 室の実験用ブースを設置。

(c)感覚システム実験室：聴力検査室と同等の防音室を 2 室、簡易防音室を 2 室設置。各

実験室内、実験室間は相互にネットワークで接続されている 
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2．活動実績の概要 

（1）施設利用状況 

新型コロナウイルスの影響により、実験参加者が実験室を訪れて実施される対面実験は、2020

年 9 月まで実施されず、10 月からソーシャルディスタンスを確保し小規模に実施された。また、

当センターの保有する北大生の実験参加者プールを用いて、Web 実験が実施された。 

2020 年度に本センターを利用した対面実験は 13 件実施され、総実験室稼働日数は年間延べ

137 日、実験参加者総数は延べ 471 名であった。また Web 実験は 8 件実施され、参加者数は延べ

917 名であった。Web 実験のうち、本学外の研究者による実験参加者プールの利用は 2 件、実験

参加者総数は 502 名であった。Web 実験を含め参加者のほとんどは本学の学生であるが、この規

模での実験研究の組織的推進は国内において類例がなく、国際的にも屈指の規模である（詳細に

ついては資料 1「実験施設の詳細」を参照）。 

（2）研究業績 

 2020 年度に合計 11 件の著書・分担執筆（うち洋書 1 件、和書 10 件）、87 件の学術論文（う

ち国際誌 73 件、国内誌 14 件）を公刊、60 件の学会発表（うち国際学会 12 件、国内学会 48 件）

を行った（詳細については資料 5「研究業績一覧」を参照）。後述するように、これらを含めた

当センター構成員による研究業績は、国内外のトップジャーナルにおいて多くの引用を受けてい

る。 

（3）競争的資金獲得状況 

 本センターに所属する教員は、2020 年度に 39 件、総額 802,367 千円の競争的外部資金を獲得

した。うち 33 件（654,366 千円）は文部科学省科学研究費補助金（ただし、分担者の金額には研

究代表者への交付総額が含まれる）であり、6 件（148,001 千円）はその他の研究助成金等であっ

た（資料 4「競争的資金獲得状況の詳細」を参照）。 

（4）拠点間連携 

 本センターはまた、海外の先端研究拠点との連携を引き続き推し進めている。2015 年度に

は、オックスフォード大学認知進化人類学研究所所長、また同大学社会人類学科学科長であり、

著名な認知人類学者である Harvey Whitehouse 教授、そして世界で一線級の文化心理学者である

アルバータ大学心理学部の増田貴彦教授、2016 年度には、香港科技大学社会科学部准教授であ

り、環境・文化心理学を専門とする Kim-Pong Tam 准教授を本センターの連携研究員に採用し

た。前センター長の結城は、オックスフォード大学が主導する心理学・人類学・歴史学を融合して人

間行動と文化の進化と発展を検討する世界的共同研究プロジェクト Seshat へ参画し、センター長の
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大沼進教授は Kim-Pong Tam 准教授との共同研究を推進している。また国内の拠点からは、2013 年

に玉川大学脳科学研究所・大学院情報研究科の坂上雅道教授、2014 年に東京大学大学大学院人

文社会系研究科の亀田達也教授、2017 年度に立命館大学総合心理学部の仲真紀子教授を連携研

究員に採用した。 

（5）若手研究者の支援とその成果 

 2020 年度において、本センターでの活動を基盤とする大学院生・PD は、合計 9 件の競争的外

部資金(うち 2020 年度新規 3 件)を獲得し、4 件の学術賞を得ている。また、合計 7 名の大学院生

が日本学術振興会特別研究員(うち 2020 年度新規 3 件)に採用されている（詳細については資料 3

「若手研究者の支援とその成果の詳細」を参照）。 

また本年度は、若手研究者支援の試みとして、社会科学系大手学術出版社 SAGE Publications 

Asia-Pacific Pte Ltd（以下「SAGE 出版」）からの寄附(107 千円)および「Hokkaido University 

Campus Initiative (HUCI)構想に基づく各部局等の取組への支援事業」からの予算配分(60 千円)を

受け、大学院生を中心とする若手研究者に対する英語論文作成支援を行った。 

 その結果、若手第一著者による、2 本の英語論文、3 本の日本語論文の英文要旨、2 本の学会

発表の英語要旨が執筆された。 

（6）教育活動  

 社会科学実験研究センターでは、2019 年度より、大学院共通授業科目「入門ベイジアンモデ

リング」を毎年開講している。また 2015 年度から、北海道大学「スーパーグローバル大学事業

におけるトップランナーとのコラボ事業」との共催で、Hokkaido Summer Institute プログラムで

本学に招聘された世界第一線の文化心理学者（アルバータ大学心理学部・増田貴彦教授、ウィス

コンシン大学グリーンベイ校心理学部・先崎沙和准教授）による、当センターで研究を行ってい

る大学院生に対する研究及び英語論文執筆指導が行われている(2020 年度は新型コロナウイルス

の影響で中止。2021 年度から再開予定)。以上に加え、CERSS コロキウム、共催ワークショップ

や学術セミナーを随時開催している。こうした取り組みが、本センターにおける深い専門性と幅

広い学際的視野の涵養の両立に繋がっている（詳細については資料 2「教育研究活動の詳細」を

参照）。 

（7）アウトリーチ活動 

 本センター兼務教員は、北海道大学内外でのアウトリーチ活動にも積極的に従事している。例

えば、2020 年 6 月、本センター兼務教員の河原純一郎教授が、全国消費生活相談協会、札幌市消

費者協会、認定心理士オンラインイベントなどで講演を行った。また、センター長の大沼進教授

が、国際リスクガバナンスセンターが刊行した「COVID-19: リスクガバナンスの観点」の翻訳の陣
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頭指揮を執り、社会的に対処すべき、また見落としがちな点などについての警鐘を発した。本センタ

ーの構成員が行った他のアウトリーチ活動については資料 7 を参照のこと。  
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3．2020 年度の活動の点検・総括 

以下では、上述の客観的データをもとに（詳細については資料 1〜6 を参照）、本センターの

2020 年度の活動について点検・総括し、2021 年度以降の展望をおこなう。 

自己点検にあたっての評価軸は、北海道大学社会科学実験研究センター規程第２条の規定に基

づく 4 つの目標（p. 6 のセンターの理念と役割はこれらの目標に具体化されている）のそれぞれ

がどの程度達成できたかにある。以下では、目標ごとに点検・評価を行う。 

（1）4 つの目標別の点検・評価 

①  社会科学実験の国際拠点としての先端研究の展開 

新型コロナウイルスの影響により、実験参加者が実験室を訪れて実施される対面実験は、2020

年 9 月まで実施されず、10 月からソーシャルディスタンスを確保し小規模に実施された。また、

当センターの保有する北大生の実験参加者登録システムを用いて、Web 実験が実施された。 

2020 年度に本センターを利用した対面実験は 13 件実施され、総実験室稼働日数は年間延べ 137

日、実験参加者総数は延べ 471 名であった。また Web 実験は 8 件実施され、参加者数は延べ 917

名であった。Web 実験のうち、本学外の研究者との共同研究による実験参加者登録システムの利

用は 2 件、実験参加者総数は 502 名であった。Web 実験を含め参加者のほとんどは本学の学生で

あるが、この規模での実験研究の組織的推進は国内において類例がなく、国際的にも屈指の規模

である（詳細については資料 1「実験施設の詳細」を参照）。 

②  社会科学実験分野における有為の若手人材の育成 

 「若手研究者の支援とその成果」（p.11）で述べたように、2020 年度において、本センターに

活動基盤を置く若手研究者は 4 件の学術賞を得た。また、日本学術振興会の特別研究員として 7

名(うち 2020 年度新規 3 名)が採用されると共に、2 件の競争的外部資金（特別研究員奨励費 7 件

を除く）を獲得している。また 2020 年度には、CERSS コロキウムを 1 回、加えて上述の SAGE

出版の支援および HUCI 構想からの予算配分により英語論文作成支援を実施した。さらに、北海

道大学「Hokkaido Summer Institute 2020」で招聘した、アルバータ大学心理学部の増田貴彦准教

授およびウィスコンシン大学グリーンベイ校心理学部の先崎沙和准教授による集中講義「文化心

理学  の最前線５2020」、および大学院生向けの英語論文執筆ワークショップが予定されていた

(新型コロナウイルス感染拡大により中止)。 

 これまで当センターで教育指導を受けた若手研究者は、実験社会科学を担う有為の人材として

国内外で高く評価されている。たとえば例えば就職面では、東京学芸大学准教授、高知工科大学

准教授、明治学院大学准教授、岩手医科大学助教、玉川大学准教授、宮城学院女子大学准教授、

広島大学特任助教、広島修道大学教授、静岡大学特任准教授、大正大学准教授、北星学園大学専
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任講師、安田女子大学講師、帝京大学講師、大東文化大学講師、名古屋大学准教授、高知大学特

任准教授、作新学院大学准教授、長崎大学経済学部助など国内主要大学主要研究拠点で常勤職を

得てきた。また海外では、Southampton 大学（英国）助教授、William & Mary 大学（米）准教

授、嶺南大学（香港）准教授、北京中央民族大学（中国）研究助手、Konstanz 大学、St Andrews

大学（英）、Oxford 大学（英）、Melbourne 大学（豪）のポスドク研究員などとして、世界に活

躍の場を広げてきた。 2020 年度には、新たに Rajshahi 大学（バングラデシュ）准教授、北海道

教育大学釧路校専任講師の職を得た。 

以上により、「社会科学実験分野における有為の若手人材の育成」という所期の目標が着実に

達成されている。 

③  国際的にインパクトのある研究成果の発信 

 2020 年度において、合計 73 本の国際学術論文、12 件の国際学会発表を生み出してきた。これ

らの学術論文は、European Journal of Personality などの心理学・社会心理学分野、Cerebral Cortex

などの脳科学分野、そして Scientific Reports などの総合科学分野の一流国際学術誌に刊行されて

いる。こうした成果は、本センターが、アジアのみならず、実験社会科学分野における世界的な

主要研究拠点として広く認知されていることを示している。以上から、「社会科学実験の国際拠

点としての先端研究の展開」という初期の目標の達成に向け、着実な進展が見られる。 

このように、本センターからは、第一線の国際学術誌に数多くの論文が公刊されてきた。ま

た、本センターの発信する論文は、心理学、社会心理学のみならず、経済学、経営学、社会学、

政治学、法学、人類学、情報科学、進化生物学、動物行動学、社会物理学などの広範な領域の国

際学術誌において、数多くの引用を受けている。図 3 は、本センターの発信した論文が国際学術

誌において引用された回数の推移を示している。また、次頁の図 4 は、若手研究者が第一著者と

して公刊した国際学術誌論文数の推移を示している。いずれの図からも、本センターとその支援

する GCOE が発足した 2007 年以降、国際的な研究成果が増大したことが分かる（本センターに

は、2013 年度より新たに医歯薬系部局からの兼務教員が加わったため、国際学術論文の被引用

数が急増している。しかし、人文学系と医歯薬系では根本的に被引用論文数に大きな相違がある

ことから、公正に業績を評価するために 2012 年度までの構成員のみによる研究成果を掲載す

る 。若手研究者が第一著者として公刊した国際学術誌論文数についても、医歯薬系を除いた成

果を掲載する）。以上より、「国際的にインパクトのある研究成果の発信」という所期の目標の

達成に向け、着実な進展が見られる。 
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④ 国内外の研究拠点との連携強化を通じた、人間・社会科学における実験研究のための国際ネ

ットワークの構築 

 本センターは、大型研究資金（新学術領域研究、科研費基盤 S など）の獲得などを通じて、国内外

の主要研究拠点（東京大学人文社会系研究科・総合文化研究科、京都大学霊長類研究所、玉川大学 脳

科学研究所、北陸先端総合科学大学院大学、名古屋大学情報学研究科、オックスフォード大学認知進

化人類学研究所、マックスプランク進化人類学研究所など） との間に共同研究体制を構築している。 

図 4 若手研究者が第一著者として公刊した国際学術誌論文数の推移. 

図 3 国際学術誌における論文被引用数の推移. 
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2020 年 1 月 30 日付で日本学術会議が公開した「第 24 期学術の大型研究計画に関する マスタ

ープラン」（マスタープラン 2020）では、学術大型研究計画（区分Ⅰ）の一つに「調和ある多

様性に向けての新しい心理学の構築」が採択され、北海道大学もその実施機関に含まれている。

同計画は、マスタープラン 2010、および文科省「最先端研究基盤事業」の補助対象事業として

も採択された「心の先端研究のための連携拠点（WISH）構築」事業で積み重ねられた実績を、

さらに次のフェーズへと飛躍させるものであると位置づけられている。WISH 事業では、本セン

ターに対してシーメンス社製 3 テスラ MAGNETOM Prisma（施設整備費補助事業; 3 億円）が導

入され、2014 年 4 月より稼働を開始している。医歯学総合研究棟に設置されており、本センター

に所属するメンバーだけでなく、医学系から理学系、教育学系に至る学内の研究者によって利用

されている。本機器を中核として、学内外で拠点間あるいは学部間の壁を超えた研究連携が推進

されている。 

（2）総括と今後の展望 

以上、本センターは、教育および研究活動を通じて、社会科学実験の国際的中核拠点としての

高い評価を確立してきた。こうした実績は、「社会科学実験に関する教育研究の進展に資するこ

とを目的とする」という本センターの設立目的（北海道大学社会科学実験研究センター規程第２

条）に適うものであると総括できる。 

以上を踏まえた本センターの今後の展望として、本センターに所属する研究者、および国内外

の社会科学者の実験研究を支援することを通じて、社会科学実験の国際的中核拠点としてプラッ

トフォーム機能のなお一層の強化を目指す。またこれに関連して、本センターの研究者と、国内

外の先端研究拠点の研究者とのネットワーキングと共同研究の発展をさらに支援していく。さら

に、本センターはこれまでも若手研究者の登竜門として有為の人材を輩出してきたが、その環境

整備をいっそう堅牢にする。 

この活動を具現化するものとして、マスタープラン 2020「心の先端研究拠点」の実施機関の

一つとして本学が含まれることに鑑み、当センターとしても他機関とのネットワークを強化しつ

つ、調和ある多様性に向けての研究を展開する。同マスタープラン 2020 心の先端研究は、「人

類が AI、ロボットとの共生社会に何を期待しているのか、誰のための技術開発、未来設計なの

か、人類がどのような環境を未来に繋いでいくべきかを考えるうえでの「かじ取り役」の役割を

果たす。」と謳っている。本センターもこうした問題に貢献すべく、実験社会科学のパラダイム

をより深化させることを通じて、文理融合また分野横断的な研究を着実に進めていく。 

その上で、現代社会が直面する様々な社会問題の解決に資する活動を行う。上記のマスタープ

ラン 2020 は、その社会的価値を説明する中で、「自治体関係者を含む政策担当者や実務家らと

協働し、具体的な政策立案を行うことで、次世代の利益を考慮した意思決定や次世代視点にたっ

た未来社会のデザインを提案できる。」と述べている。本センターにおける研究は対立する価値

や利害をどうやって乗り越えるかという現代社会が直面している問いへの答えを模索してきてお
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り、その成果は従来からも行政に対する政策提言や助言等において活用されてきた。今後も引き

続き時代の要請に応えるための社会的決定システムの構築に資する実証研究と活動を展開してい

く。 

このように、本センターは社会科学実験の国際的中核拠点として、日々の研究教育活動を鋭意

展開している。北海道大学の人文社会科学分野における屈指の先端研究拠点として、社会科学実

験の国際的進展と普及に努めつつ、来るべき「人間・社会科学統合」に向けて世界的役割を果た

していくことが、本センターの今後の重要なミッションである。  
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資料編 

資料 1 実験施設の詳細 

(1）施設紹介 

集団実験室 

16 のパーティションつきデスクが設置され、他者の存在を意識しつつ行う集団内行動の実験

に用いる。各デスクのパーティションの高さを変えることでプライバシーの程度を調整できる。

また正面には大型スクリーンが設置されており、参加者全員に対し同時に実験の説明を行う必要

のある実験が実施できる。また各デスクにはパソコンが設置されており、国際ネットワーク実験

室ともネットワークで連結すると、合わせて 32 人まで同時に実験参加が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際ネットワーク実験室 

実験参加者用の個室が 16 室用意され、参加者同士あるいは海外の実験室にいる参加者と、コ

ンピューターネットワークを介して相互作用を行う実験に用いる（これまでの実施実績：日本・

中国・台湾を連結した国際実験）。参加者用個室に加え、実験準備室が設置されている。これら

の個室及び制御室にはコンピューターが配置されており、LAN で接続されている。よってコン

ピューターを介したコミュニケーションや相互作用の実験が実施できる。個室は完全な防音を施

していないため、他の参加者の存在を意識しつつ、かつ相手の顔や名前についての匿名性が保障

された状態で実験を実施できる。 

図 5 集団実験室における実験実施の様子 図 6  集団実験室模式図 
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感覚システム実験室 

他の参加者と相互作用を行いながら、眼球運動、心拍数、皮膚反応などの感覚・生理データを

計測し、行動と情動反応や注意の配分などとの関連を調べるための実験室が整備されている。2

つの完全防音室と 2 つの簡易防音室、および実験のための準備室から構成されており、各実験室

内に LAN が設置されている。防音室には、眼球運動測定装置、参加者に実験刺激を提示しつつ

実験の様子を録画できるプロンプター、心拍などの整理指標を測定する装置、実験実施と分析用

コンピューターが配置され、外部の雑音に影響されやすい生理指標・認知指標を測定する実験か

ら分析まで実施できる。 

図 7 国際ネットワーク実験室における日本・中国・台湾の国際接合実験 

中山大学（中国）の実験室 NTU（国立台湾大学）における実験の様子 

国際ネットワーク実験室模式図 国際ネットワーク実験室における実験実施の様子 
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(2)施設利用状況 

新型コロナウイルスの影響により、実験室での対面実験は 2020 年 9 月まで実施されず 10 月か

ら実施された。また、当センターの保有する北大生の実験参加者登録システムを用いて Web 実

験が実施された。 

2020 年度に本センターを利用した対面実験は 13 件実施され、総実験室稼働日数は年間延べ

137 日、実験参加者総数は延べ 471 名であった。また Web 実験は 8 件実施され、参加者数は延べ

917 名であった。Web 実験のうち、本学外の研究者との共同研究による実験参加者登録システム

の利用は 2 件、実験参加者総数は 502 名であった。 

さらに、2014 年度より利用を開始した磁気共鳴画像装置（MRI）の 2020 年度稼働日数は 118

日、実験参加者総数は 166 名であった。これらの参加者のほとんどは本学の学生であるが、この

規模での実験研究の組織的推進は国内において類例がなく、国際的にも屈指の規模である。 

筋電位測定 

呈示された実験刺激 

測定値の分析 

分析結果 

図 8 感覚システム実験室における研究例 

（顔面筋電位検査による二者間の表情、及び感情の転移現象の検証.  

Murata, A., Saito, H., Schug, J., Ogawa, K., & Kameda, T., 2016) 

感覚システム実験室模式図 
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資料 2 教育研究活動の詳細 

教育活動 

 社会科学実験研究センターでは、以下の 2 科目を開講している。一つは大学院共通授業科目

「入門ベイジアンモデリング」であり、2019 年度より開講している。もう一つは 2015 年度から

開始したた協働サマープログラムである。これは、北海道大学「スーパーグローバル大学事業に

おけるトップランナーとのコラボ事業」との共催で、Hokkaido Summer Institute プログラムで本

学に招聘された世界第一線の文化心理学者（アルバータ大学心理学部・増田貴彦教授、ウィスコ

ンシン大学グリーンベイ校心理学部・先崎沙和准教授）による、当センターで研究を行っている

大学院生に対する研究及び英語論文執筆指導である。これは当センター独自の取り組みであり、

同事業との相乗効果をはかるものである。しかし、2020 年度は残念ながら、新型コロナウイル

スの影響により中止せざるを得なかった。2021 年度には再開する予定である。 

 また、本センターはこれまで、共催ワークショップや学術セミナーを開催してきた。しかしな

がら、2020 年度は新型コロナウイルスの影響により、ほとんどの予定を中止せざるを得なかっ

たが、2021 年 2 月に当センターと CREST「ハイパーデモクラシー：ソーシャルマルチエージェ

ントに基づく大規模合意形成プラットフォームの実現」共催ワークショップが開催された。この

ワークショップは、民主主義を実験するという大きな構想のプロジェクトの一環として開催され

たものであり、実験社会科学のもう一つの新たな方向を示唆するものである。参加者は 45 名で

あり、社会心理学、社会学者、政治学者に加え、人工知能研究者も議論に加わるなど、学際研究

としての関心の高さも示された。 

 

図 9 CERSS×CREST「ハイパーデモクラシー共済ワークショップの様子(左：中澤高師准教授、

右：辰巳智行研究員(ともに静岡大学情報学部)) 
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CERSSコロキウム、共催ワークショップおよび学術セミナー 

日付 タイトル 講演者 参加者 

2021/2/12 施設立地紛争と分配的正義の政治学 
中澤高師 

(静岡大学情報学部・准教授) 
45 名 
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資料 3 若手研究者の支援とその成果の詳細 

 若手育成の成果を以下の表に示す（交付総額については複数年度にわたる場合、2020 年度の

直接経費のみを示す）。 

日本学術振興会特別研究員 

 

2020年度に大学院生および研究員が獲得した学会賞・学術賞・フェローシップ・研

究助成（学振特別研究員奨励費を除く） 

氏名 獲得年度 学会費・フェローシップ 

山本祥子 2020 
2020年度日本社会心理学会論文賞「トロッコ問題への反応の文化差はどこ

から来るのか？関係流動性と評判期待の役割に関する国際比較研究」 

山内健司 2020 
2019 年度 日本基礎心理学会優秀論文賞 

“Predicting sustained performance over a short time” 

伊藤資浩，

反田智之，

河原純一郎 
2020 

公益社団法人日本心理学会学術大会優秀発表賞 

「顔面のほくろの分布と魅力的なほくろの位置」 

笹森瞳 2020 
第 43 回日本神経科学大会トラベルアウォード“ enhances control of 
impulsivity by activating D1-like receptors in the ventromedialprefrontal cortex.” 

舘石和香葉 
2019～ 

2020 
科学技術融合振興財団補助金助成「「集団の評判」の利用と学習は適応的

なのか？ -進化ゲームシミュレーションを用いた理論的検討-」 

氏名 資格 
受給期間 

（年度） 

交付総額 

（千円） 
研究課題名 

前澤知輝 DC1 
2020～ 

2022 
1,200 

行為・知覚ベースの聴空間表象形成に関わる要

因の特定と反響定位能力の推定 

中田星矢 DC1 
2020～ 

2022 
1,100 

教育による社会の発展をモデル化する-文化進 化
研究による理論・実証アプローチ 

笹森瞳 DC1 
2019～ 

2021 
1,200 

ﾉﾙｱﾄﾞﾚﾅﾘﾝ神経からのﾄﾞﾊﾟﾐﾝ遊離機構と D5 受容

体による衝動性制御機構の解明 

澤頭亮 DC1 
2019～ 

2021 
1,000 大脳基底核と小脳の時間情報処理に関する研究 

舘石和香葉 DC1 
2020～ 

2022 
1,100 

集団を越えた相互協力関係及び相互信頼関係の

構築に関する実証・理論的検討 

山内健司 DC1 
2019～ 

2021 
1,000 

視覚的印付けにおける抑制テンプレートの可塑

性と現実場面への拡張 

横山実紀 DC1 
2019～ 

2021 
400 

忌避施設立地問題における段階的意思決定の事

前合意：潜在的当事者と公正の実証研究 
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横山実紀 
2019～ 

2020 

科学技術融合振興財団補助金助成 

「社会的意思決定プロセスにおける無知のヴェールの有効性と限界：忌避

施設立地問題を題材としたゲーミング研究」 
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資料 4 競争的資金獲得状況の詳細 

文部科学省科学研究費補助金（代表） 

社会科学実験研究センター構成員が代表を務める研究について、2020年度に交付された直接経

費の総額を示す。 

資金名 
受給期間 

(年度) 
研究課題 氏名 

金額 

(千円) 

新学術領域研究 
2020〜 

2021 
衛生マスクが生み出すポジティブ・ネガテ

ィブな顔遮蔽効果 
河原純一郎 1,600 

新学術領域研究 
2020〜 

2021 
偏狭な利他主義仮説の実証的検討 高橋伸幸 1,700 

国際共同研究加

速基金 
2018〜 

2020 
文化的集団淘汰と規範の進化：マクロ・デ

ータと大規模集団実験による実証的検討 
竹澤正哲 11,000 

基盤研究(B) 
2020〜 

2023 
過敏性腸症候群を不安モデル症例とした新

しい注意バイアス修正法の開発 
河原純一郎 2,700 

基盤研究(B) 
2019〜 

2022 

相互監視と分散的制裁―情報ネットワーク

社会の法意識の解明による国家法の再定位

― 

尾﨑一郎 

他 7 名 
4,100 

基盤研究(B) 
2018〜 

2021 

利他性とサンクション、偏狭さ、外集団攻

撃の間の連動についての理論的・実証的研

究 
高橋伸幸 3,500 

基盤研究(B) 
2017〜 

2020 
帰納的学習を介した規範の進化と維持：新

たな実験パラダイムの構築を目指して 
竹澤正哲 

他 1 名 
2,800 

基盤研究(B) 
2019〜 

2022 
称賛行動の比較社会生態心理学－褒め合う

社会と褒めない社会を分けるものは何か 
結城雅樹 3,400 

基盤研究(C) 
2018〜 

2020 
組織メンバーの自己成長主導性メカニズム

に関する実証研究 
松尾睦 928 

基盤研究(C) 
2019〜 

2023 
無知のヴェールを用いた社会的決定過程：

功利主義 vs 正義・公正を越えて 
大沼進 1,100 

基盤研究(C) 
2020〜 

2022 
日本で開発された自閉症マウスの超音波コ

ミュニケーション障害の解明 
和田博美 １,600 

若手研究 
2018〜 

2020 
ウマにおける同種他個体・ヒトとの社会的

絆形成を促す心理・生理要因に関する研究   
瀧本彩加 1,000 

 

文部科学省科学研究費補助金（分担） 
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社会科学実験研究センター構成員が分担者を務める研究について、2020年度に研究代表者へ交

付された直接経費の総額を示す。氏名欄の括弧内は代表者、および兼務教員を除く分担者数。 

資金名 
受給期間 
（年度） 研究課題 氏名 

金額 
(千円) 

特別推進研究 
2020〜 

2034 
細胞外足場タンパク質によるシナプス・非シ

ナプス機能制御機構の解明 
渡辺雅彦 

(柚崎通介) 
173,308 

新学術領域研

究 
2017〜 

2020 
言語の起源・進化の構成的理解 

竹澤正哲 

(橋本敬 

他６名) 

39,300 

新学術領域研

究 
2016〜 

2021 
先端バイオイメージング支援プラットフォー

ム 
渡辺雅彦 

(狩野方伸) 
313,500 

国際共同研究

加速基金 
2018〜 

2020 
IBS 症状のセルフケアための eHealth システム

構築及びその効果についての研究 
河原純一郎 

(田山淳) 
1,430 

挑戦的研究 

(開拓) 
2019〜 

2021 
主体的多感覚統合による知覚・認知過程の新

しい枠組みの構築 
小川健二 

(乾敏郎) 
8,710 

挑戦的研究 

(萌芽) 

2019〜 

2020 
ノイズ誘起脳波ダイナミクスの解析による発

達障害特性の解明 

河西哲子 

(北城圭一 

他 2 名) 

2,210 

基盤研究(S) 
2016〜 

2021 
集合行動の認知・神経・生態学的基盤の解明 

竹澤正哲 

(亀田達也 

他 5 名) 

25,400 

基盤研究(A) 
2019〜 

2022 
身体イメージを基礎とする社会的認知過程の

自由エネルギー原理による統一的理解 
小川健二 

(乾敏郎) 
13,390 

基盤研究(A) 
2017〜 

2020 
身体的表象から自他分離表象への発達プロセ

スの解明 
小川健二 

(明和政子) 
8,060 

基盤研究(B) 
2019〜 

2022 
乳児の視覚的注意の発達から意識の形成過程

を実験的に検討する 
河原純一郎 

(山口真美) 
2,700 

基盤研究(B) 
2020〜 

2023 
知覚と注意のゆらぎのメカニズムを脳活動と

自律神経系から統合的に理解する 
河原純一郎 

(近藤洋史) 
4,300 

基盤研究(B) 
2018〜 

2021 
環境再生デザインの公共社会学：修復的環境

正義の実践的理論構築に関する研究 

宮内泰介 

(福永真弓 

他 6 名) 

3,300 

基盤研究(B) 
2017〜 

2020 
エネルギー技術の多元性と多義性を踏まえた

ガバナンス方法の研究 

宮内泰介 

(丸山康司 

他 9 名) 

5,200 
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基盤研究(B) 
2018〜 

2020 
再生可能エネルギー事業開発にかかわるアク

ティビズムと合意形成に関する比較研究 

宮内泰介 

(西城戸誠 

他 5 名) 

3,300 

基盤研究(B) 
2017〜 

2021 
語り継ぐ存在の身体性と関係性の社会学―排

除と構築のオラリティ 

宮内泰介 

(関礼子 

他 8 名) 

2,700 

基盤研究(B) 
2018〜 

2020 
予測誤差と運動主体感をつなぐ神経機構の解

明 
小川健二 

(今水寛) 
7,020 

基盤研究(C) 
2017〜 

2020 
社会的立場と性ホルモンの交互作用による注

意制御の適応的メカニズムの解明 
河原純一郎 

(犬飼朋恵) 
1,100 

基盤研究(C) 
2018〜 

2020 
スマートフォンで潜在的なメンタルヘルスを

評価するアプリケーションの開発 
河原純一郎 

(佐藤広英) 
800 

基盤研究(C) 
2018〜 

2020 
多感覚の表象に基づく言語の理解と表出に関

わる脳機能モデルの構築 
小川健二 

(柴田寛) 
910 

基盤研究(C) 
2019〜 

2021 
図的表現を用いた思考トレーニングによる空

間的知能への影響およびその客観的評価 
小川健二 

(杉尾武志) 
1,300 

基盤研究(C) 
2019〜 

2022 
サル、ウマ、展示動物を対象とした「出会

い」と「別れ」に関する行動研究 

瀧本彩加 

(中道正之 

他 1 名) 

1,000 

 

文部科学省科学研究費を除く研究助成 

社会科学実験研究センター構成員が代表および分担者を務める研究について、2020に研究代表

者へ交付された直接経費の総額を示す。 

資金名 
受給期間 
（年度） 研究課題 氏名 

金額 
（千円） 

科学技術融合振興

財団調査研究助成 
2020～ 
2022 

対立する価値を超えた合意案

の創発を見出すゲーミング開

発 
大沼進 884 

科学技術融合振興

財団調査研究助成 
2018～ 

2020 

決め方の事前合意がのちの合

意形成に及ぼす効果：無知の

ヴェールが機能するとき、泣

くとき 

大沼進 474 

AMED 
2020 ～ 

2021 

精神疾患レジストリの構築・

統合により新たな診断・治療

法を開発するための研究 

久住一郎 

(代表：中込和幸) 
134,000 
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地層処分事業に係

る社会的側面に関

する研究支援事業 

2020～ 

2021 

地層処分施設のための段階

的・協調的アプローチの実践

にむけた実証的研究：国民的

議論の公正な進め方 

大沼進 

(代表：野波寛、

他 2 名) 
4,543 

JST 戦略的創造研究

推進事業 CREST 信

頼される AI システ

ムを支える基盤技

術 

2020～ 

2026 

ハイパーデモクラシー：ソー

シャルマルチエージェントに

基づく大規模合意形成プラッ

トフォームの実現 

大沼進 

( 代 表 ： 伊 藤 孝

行、他 2 名) 
8,000 

共同利用・共同研

究 拠 点 「 化 学 汚

染・沿岸環境研究

拠点」（愛媛大学

沿岸環境科学研究

センター）共同利

用・共同研究 

2020 

臭素系難燃剤 BDE-209 がラッ

トの超音波コミュニケーショ

ンに及ぼす影響と中枢作用機

序の解明 

和田博美 

(他 2 名) 
100 
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資料 5 研究業績一覧 

2020 年度 

【著書・分担執筆（洋書）】 

Ohnuma, S. (2020). Consensus Building: Process design toward finding a shared recognition of common goal beyond 
conflicts. In Metcalf, G. S., Kijima, K., & Deguchi, H. (Ed) Handbook of Systems Sciences, Springer. 

【著書・分担執筆（和書）】 

和田博美 (2020). 2 章 甦れ脳細胞！. 橋本雄 編. 再－繰り返す世界. 北海道大学出版会. 
河原純一郎 (2020). 3 章 注意の容量. 坂田陽子・日比優子・河西\哲子 編. ナカニシヤ出版. 
河原純一郎 (2020). 6 章 注意. 箱田裕司・野島一彦・繁桝算男 編. 知覚・認知心理学. 遠見書房. 
河原純一郎 (印刷中). 研究倫理. 臨床心理学スタンダードテキスト. 金剛出版.  
河西哲子 (2020). 3 章 知覚と認知―適応と学習のために世界を知る働き―. 加藤弘通・川田学 編. 心理学概論―歴

史・基礎・応用―. ミネルヴァ書房. 
河西哲子 (2020). 4 章 注意の範囲. 坂田陽子・日比優子・河西哲子 編. ナカニシヤ出版. 
河西哲子 (2020). 9 章 注意の発達と脳波. 坂田陽子・日比優子・河西哲子 編. ナカニシヤ出版. 
久住一郎 (2020). 統合失調症. 永井良三 編. 今日の診断指針 第 8 版. 医学書院. 
久住一郎 (2020). 統合失調症の薬物治療. 笠井清登 編. 講座精神疾患の臨床 2 統合失調症. 中山書店. 
宮内泰介・上田昌文 (2020). 実践 自分で調べる技術. 岩波書店. 
高橋伸幸 (2020). 社会を支える感情. 杉浦義典 編. 公認心理士の基礎と実践⑨ 感情・人格心理学. 遠見書房. 

【学術雑誌（国際誌）】 

Aikawa, K., Yoshida, T., Ohmura, Y., Lyttle, K., Yoshioka, M., & Morimoto, Y. (2020). Subanesthetic ketamine exerts 
antidepressant-like effects in adult rats exposed to juvenile stress. Brain Research, 1746, 146980,  
doi:10.1016/j.brainres.2020.146980. 

Bell, A. M., Gutierrez-Mecinas, M., Stevenson, A., Casas-Benito, A., Wildner, H., West, S. J., Watanabe, M., & Todd, A. J. 
(2020). Expression of green fluorescent protein defines a specific population of lamina II excitatory interneurons in the 
GRP::eGFP mouse. Scientific reports, 10(1), 13176, doi:10.1038/s41598-020-69711-7. 

Chiba, H., Kitta, T., Ohmura, Y., Higuchi, M., Kon, M., Nakamura, M., Yoshioka, M., & Shinohara, N. (2020). Serotonin in 
the rat prefrontal cortex controls the micturition reflex via 5-HT2A and 5-HT7 receptors. International Journal of 
Urology, 27(8), 684-689, doi:10.1111/iju.14267. 

Fujihara, K., Yamada, K., Ichitani, Y., Kakizaki, T., Jiang, W., Miyata, S., Suto, T., Kato, D., Saito, S., Watanabe, M., Kajita, 
Y., Ohshiro, T., Mushiake, H., Miyasaka, Y., Mashimo, T., Yasuda, H., & Yanagawa, Y. (2020). CRISPR/Cas9-
engineered Gad1 elimination in rats leads to complex behavioral changes: implications for schizophrenia. Translational 
psychiatry, 10(1), 426, doi:10.1038/s41398-020-01108-6. 

Fukabori, R., Iguchi, Y., Kato, S., Takahashi, K., Eifuku, S., Tsuji, S., Hazama, A., Uchigashima, M., Watanabe, M., 
Mizuma, H., Cui, Y., Onoe, H., Hikishima, K., Yasoshima, Y., Osanai, M., Inagaki, R., Fukunaga, K., Nishijo, T., 
Momiyama, T., Benton, R., & Kobayashi, K. (2020). Enhanced Retrieval of Taste Associative Memory by 
Chemogenetic Activation of Locus Coeruleus Norepinephrine Neurons. The Journal of neuroscience : the official 
journal of the Society for Neuroscience, 40(43), 8367-8385, doi:10.1523/JNEUROSCI.1720-20.2020. 

Fukaya, M., Sugawara, T., Hara, Y., Itakura, M., Watanabe, M., & Sakagami, H. (2020). BRAG2a Mediates mGluR-
Dependent AMPA Receptor Internalization at Excitatory Postsynapses through the Interaction with PSD-95 and 
Endophilin 3. The Journal of neuroscience: the official journal of the Society for Neuroscience, 40(22), 4277-4296, 
doi:10.1523/JNEUROSCI.1645-19.2020. 

Hashimoto, N., Michaels, T. I., Hancock, R., Kusumi, I., & Hoeft, F. (2020). Maternal cerebellar gray matter volume is 
associated with daughters’ psychotic experience. Psychiatry and Clinical Neurosciences, 74(7), 392-397, 
doi:10.1111/pcn.13011. 
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Hashimoto, N., Takahashi, K., Fujisawa, D., Aoyama, K., Nakagawa, A., Okamura, N., Toyomaki, A., Oka, M., Takanobu, 
K., Okubo, R., Narita, H., Kitagawa, K., Udo, N., Maeda, T., Watanabe, S., Oyanagi, Y., Miyazaki, A., Ito, K., & 
Kusumi, I. (2020). A pilot validation study of the Japanese translation of the Positive and Negative Syndrome Scale 
(PANSS). Asian journal of psychiatry, 54102210, doi:10.1016/j.ajp.2020.102210. 

Horigane, S., Hamada, S., Kamijo, S., Yamada, H., Yamasaki, M., Watanabe, M., Bito, H., Ohtsuka, T., Takemoto-Kimura, 
S. (2020). Development of an L-type Ca2+ channel-dependent Ca2+ transient during the radial migration of cortical 
excitatory neurons. Neuroscience research, doi:10.1016/j.neures.2020.06.003. 

Ishikawa, S., Kobayashi, M., Hashimoto, N., Mikami, H., Tanimura, A., Narumi, K., Furugen, A., Kusumi, I., & Iseki, K. 
(2020). Association Between N-Desmethylclozapine and Clozapine-Induced Sialorrhea: Involvement of Increased 
Nocturnal Salivary Secretion via Muscarinic Receptors by N-Desmethylclozapine. Journal of Pharmacology and 
Experimental Therapeutics, 375(2), 376-384, doi:10.1124/jpet.120.000164. 

Ito, M., Kawahara, J. (2020). Search and concealment strategies in the spatiotemporal domain Attention, Perception, & 
Psychophysics, 82(5), 2393-2414, doi:10.3758/s13414-020-01976-6. 

Itoh, T. D., Takeya, R., & Tanaka, M. (2020). Spatial and temporal adaptation of predictive saccades based on motion 
inference. Scientific reports, 10(1), 5280, doi:10.1038/s41598-020-62211-8. 

Iwabuchi, T., Ohba, M., Ogawa, K., & Inui, T. (2020). Incongruence of grammatical subjects activates brain regions involved 
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和田知里・勝野吏子・足立幾磨・河合正人・瀧本(猪瀬)彩加 (2020). 母ウマに対する子ウマの音声の発声文脈の発

達的変化についての探索的検討.  日本動物行動学会第 39 回大会. 
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【ワーキングペーパー】 

本センターは、21COE 「心の文化・生態学的基盤に関する研究拠点」（CEFOM/21）において

刊行された 72 本のワーキングペーパーを継承し、現在までに約 150 本の論文を北海道大学社会

科学実験研究センター （CERSS）ワーキングペーパーとして発行している。 

 No.73 以降のワーキングペーパーのアブストラクトは社会科学実験研究センターのホームペー

ジ（http://lynx.let.hokudai.ac.jp/cerss/）において閲覧することができる。また、論文全体をダウン

ロードすることもできる。これらのサービスは社会科学実験研究センターの研究成果の社会還元

活動の一つとして行われている。 
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資料 6 学外研究機関との共同研究による施設利用実績 

学外研究機関との共同研究実施実績 

社会科学実験研究センターの実験施設は、学内外の研究者が利用可能な共同利用施設である。 

2020年度は新型コロナウイルスの影響により対面実験の実施が制限され、当初予定されてい

た外部研究者による施設の利用も中止となった。しかしながら、そのうち 2件の当センター兼務

教員との共同研究による Web実験が、センターの保有する実験参加者登録システムを使用して実

施された(参加者総数は 502 名)。 

資料 7 アウトリーチ活動 

 本センターでは、研究成果を広く一般の市民と共有するために、アウトリーチ活動の推進につ

とめている。 

2020 年度において、本センターの構成員が行ったアウトリーチ活動を以下に示す。 

日付 タイトル 活動内容 実施者 

2020/6/28 
「認知心理学から見た 気付く・気付かない広告」 

(認定心理士オンラインイベント Net de 交流) 
講演 河原純一郎 

2020/9/17 
「認知心理学から見た 気付く・気付かない広告」 

(札幌消費者協会) 
講演 河原純一郎 

2020/10/25 
「インターネット通信販売広告における消費者の認知行

動」(全国消費生活相談員協会) 
講演 河原純一郎 

2020/10/27 「注意と魅力の心理学」(旭川永嶺高等学校) 講演 河原純一郎 

2021/2/17 「注意の制御」(応用脳科学アカデミーワークショップ) 講演 河原純一郎 

2020.10.30 
「統合失調症に合併する糖脂質代謝障害をいかに予防す

るか」(ロナセンテープ発売 1 周年記念講演会 in 宮城) 
講演 久住一郎 

2020.11.30 
「気分障害のリカバリーを考える〜認知機能の視点から

〜」(東北心療内科 MDD セミナー) 
講演 久住一郎 

2021.1.22 「新型コロナウイルス感染拡大時のうつと不安」 講演 久住一郎 

2020/5/4 
「COVID-19: リスクガバナンスの観点」の翻訳 

(日本リスク学会) 
翻訳 大沼進 

2020/11/24 

「海洋ごみの発生抑制対策」 

(「平成 31 年度海洋ごみ削減のための複数自治体等連携

による発生抑制対策等モデル事業等」実証試験結果報告

会（岡山県津山市）) 

講演 大沼進 
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2020/11/25 

「海洋ごみの発生抑制対策」 

(「平成 31 年度海洋ごみ削減のための複数自治体等連携

による発生抑制対策等モデル事業等」実証試験結果報告

会（三重県四日市市）) 

講演 大沼進 
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付録 1 組織構成員 

(2021 年 3 月現在) 

（1）兼務教員一覧 

大沼進 文学研究院・教授、社会科学実験研究センター・センター長 

渡辺雅彦 医学研究院・教授、社会科学実験研究センター・副センター長 

和田博美 文学研究院・教授 

宮内泰介 文学研究院・教授 

尾﨑一郎 法学研究科附属高等法政教育研究センター・教授 

松尾睦 経済学研究院・教授 

篠田朝也 経済学研究院・准教授 

吉岡充弘 医学研究院・教授 

久住一郎 医学研究院・教授 

田中真樹 医学研究院・教授 

結城雅樹 文学研究院・准教授 

高橋泰城 文学研究院・准教授 

高橋伸幸 文学研究院・准教授 

竹澤正哲 文学研究院・准教授 

小川健二 文学研究院・准教授 

瀧本彩加 文学研究院・准教授 

河原純一郎 文学研究院・准教授 

河西哲子 教育学研究院・教授 

中島晃 文学研究院・助教 

 

（2）連携研究員一覧 

坂上雅道 玉川大学脳科学研究所、大学院脳情報研究科・教授 

亀田達也 東京大学大学大学院人文社会系研究科・教授 

増田貴彦 アルバータ大学・准教授 

Harvey Whitehouse オックスフォード大学・教授 

Kim-Pong Tam 香港科技大学・准教授 

仲真紀子 立命館大学総合心理学部・教授 

 

（3）運営委員会委員一覧 

大沼進 文学研究科・教授、社会科学実験研究センター長 

渡辺雅彦 医学研究院・教授 

宮内泰介 文学研究院・教授 
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相原基大 経済学研究院・准教授 

谷本陽一 地球環境科学研究院・教授 

田畑伸一郎 スラブ・ユーラシア研究センター・教授 

小川健二 文学研究院・准教授 

尾﨑一郎 法学研究科・教授 

河西哲子 教育学研究院・准教授 

松尾睦 経済学研究院・教授 

 

（4）研究倫理委員会委員一覧 

高橋伸幸 文学研究院・教授 

松尾睦 経済学研究院・教授 

石井敬子 名古屋大学情報学研究科・准教授 

河合正人 北方生物圏フィールド科学センター・准教授 

 

（5）点検評価委員会委員一覧 

大沼進 文学研究院・教授、社会科学実験研究センター長 

結城雅樹 文学研究院・教授 

石井敬子 神戸大学人文学研究科・准教授（外部委員） 

池田徹 文学研究科・文学部事務長 
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付録 2 関連規程及び内規 

 

北海道大学社会科学実験研究センター規程 
北海道大学社会科学実験研究センター運営委員会規程 
北海道大学社会科学実験研究センター研究倫理委員会内規 
北海道大学社会科学実験研究センター点検評価内規 
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北海道大学社会科学実験研究センター規程 
平成19年４月１日 

海大達第203号 
（趣旨） 

第１条 この規程は，国立大学法人北海道大学組織規則（平成16年海大達第31号）第36条第７項の

規定に基づき，北海道大学社会科学実験研究センター（以下「センター」という。）の組織及び

運営について定めるものとする。 

（目的） 

第２条 センターは，本学の学内共同施設として，社会科学実験に関する研究を行うとともに，社

会科学実験分野における人材の育成，研究成果の国内外への発信，及び国内外の研究拠点との連

携の強化を促進することにより，社会科学実験に関する教育研究の進展に資することを目的とす

る。 

（職員） 

第３条 センターに，センター長その他必要な職員を置く。 

（センター長） 

第４条 センター長は，本学の専任の教授をもって充てる。 

２ センター長は，センターの業務を掌理する。 

３ センター長の任期は，２年とする。 

４ センター長は，再任されることができる。 

５ センター長は，第６条に規定する運営委員会の議を経て，総長が選考する。 

（副センター長） 

第４条の２ センターに，副センター長を置くことができる。 

２ 副センター長は，次条に規定するセンターの業務を兼務する教授をもって充てる。 

３ 副センター長は，センター長の職務を助け，センター長に事故があるときは，その職務を代理

する。 

４ 副センター長の任期は，２年とする。ただし，その任期の末日は，センター長の任期の末日以

前とする。 

５ 副センター長は，再任されることができる。 

６ 副センター長は，センター長の推薦に基づき，総長が任命する。 

（兼務教員） 

第５条 センターに，本学の専任教員又はこれと同等の能力を有する本学の職員のうちから，セン

ターの業務を兼務する者（以下この条において「兼務教員」という。）を置く。 

２ 兼務教員の兼務は，次条に規定する運営委員会の議を経て，総長が命ずる。 

３ 兼務教員の兼務の期間は，２年とする。 

（運営委員会） 

第６条 センターに，センターに関する重要事項を審議するため，運営委員会を置く。 

２ 運営委員会の組織及び運営については，別に定める。 

（研究員） 

第７条 センターに，研究員を置くことができる。 

２ 研究員は，本学の教員又は本学以外の研究機関において社会科学実験に関する研究に従事して

いる者をもって充てる。 

３ 研究員は，センター長の推薦に基づき，総長が委嘱する。 



 

   

42 

４ 研究員の任期は，毎年４月１日から翌年３月31日までの間の一定期間とする。 

（研究生） 

第８条 センターにおいて，特定の専門事項について研究しようとする者がある場合は，センター

において適当と認め，かつ，支障のないときに限りこれを研究生として許可する。 

２ 研究生の受入れについては，北海道大学研究生規程（平成３年海大達第３号）の定めるところ

による。 

（利用） 

第９条 センターの利用に関し必要な事項は，運営委員会の議を経て，センター長が定める。 

（雑則） 

第10条 この規程に定めるもののほか，センターの運営に関して必要な事項は，運営委員会の議を

経て，センター長が定める。 

附 則 

この規程は，平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年４月１日海大達第77号） 

この規程は，平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月１日海大達第145号） 

この規程は，平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日海大達第173号） 

この規程は，平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年10月９日海大達第256号） 

この規程は，平成27年10月９日から施行する。 
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北海道大学社会科学実験研究センター運営委員会規程 
平成19年４月１日 

海大達第204号 
（趣旨） 

第１条 この規程は，北海道大学社会科学実験研究センター規程（平成19年海大達第203号。第３条

第１項において「センター規程」という。）第６条第２項の規定に基づき，北海道大学社会科学

実験研究センター運営委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営について定めるものと

する。 

（審議事項） 

第２条 委員会は，国立大学法人北海道大学における教授会への意見聴取事項等に係る規程（平成

27年海大達第42号。次項において「意見聴取規程」という。）第２条第１号及び第６号から第10

号までに掲げる事項を審議し，総長に意見を述べるものとする。 

２ 委員会は，前項に定める事項のほか，北海道大学社会科学実験研究センター（以下「センタ

ー」という。）の教員の人事に関する事項（意見聴取規程第２条第６号から第10号までに掲げる

事項を除く。）その他運営に関する重要事項を審議する。 

（組織） 

第３条 委員会は，次に掲げる者をもって組織する。 

(1) センター長 

(2) 副センター長 

(3) 文学研究科，法学研究科，教育学研究院，メディア・コミュニケーション研究院，経済学研

究院及び公共政策学連携研究部の教授又は准教授のうちから ２名 

(4) 情報科学研究科，水産科学研究院，地球環境科学研究院，理学研究院，薬学研究院，農学研

究院，先端生命科学研究院，保健科学研究院，工学研究院，医学研究院，歯学研究院及び獣医

学研究院の教授又は准教授のうちから １名 

(5) 附置研究所，研究センター及び学内共同施設の教授又は准教授のうちから １名 

(6) センター規程第５条に規定するセンターの業務を兼務する教授又は准教授（国立大学法人北

海道大学特任教員就業規則（平成18年海大達第35号）第３条第２号に該当する特任教授又は特

任准教授の職にある者を含む。）のうちから ４名 

(7) その他総長が必要と認めた者 

２ 前項第３号から第７号までの委員は，総長が委嘱する。ただし，同項第３号から第５号までの

委員の委嘱は当該教育研究組織の長の推薦に基づくものとし，同項第６号の委員の委嘱はセンタ

ー長の推薦に基づくものとする。 

（任期） 

第４条 前条第１項第３号から第７号までの委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任

期は，前任者の残任期間とする。 

２ 前項の委員は，再任されることができる。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，副センター長がその職務を代行する。 

（議事） 

第６条 委員会は，委員の３分の２以上の出席がなければ議事を開くことができない。 
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２ 委員会の議事は，別に定める事項を除き，出席委員の過半数をもって決するものとする。 

（委員以外の者の出席） 

第７条 委員会が必要と認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，説明又は意見を聴く

ことができる。 

（専門委員会） 

第８条 委員会に専門的事項を審議するため，必要に応じて専門委員会を置くことができる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は，文学研究科・文学部事務部において処理する。 

（雑則） 

第10条 この規程に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が定める。 

附 則 

この規程は，平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年４月１日海大達第102号） 

この規程は，平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年４月１日海大達第144号） 

この規程は，平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年４月１日海大達第77号） 

この規程は，平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月１日海大達第146号） 

この規程は，平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日海大達第174号） 

１ この規程は，平成27年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行後，最初に委嘱される第３条第１項第３号及び第４号の委員の任期は，第４条

第１項ただし書きの規定にかかわらず，平成29年３月31日までとする。 

附 則（平成29年４月１日海大達第152号） 

１ この規程は，平成29年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に改正前の第３条第３項の規定による委員である経済学研究科の教授（以

下この項において「旧委員」という。）は，この規程の施行の日に，改正後の第３条第３項の規定に

よる委員に委嘱されたものとみなす。この場合において，その委嘱されたものとみなされる者の委員

としての任期は，改正後の第４条第１項本文の規定にかかわらず，同日における旧委員としての任期

の残任期間と同一の期間とする。 
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北海道大学社会科学実験研究センター研究倫理委員会内規 

 

 （設置） 

第１条 北海道大学社会科学実験研究センター（以下「本センター」という。）で行われる人間を対

象とした実験研究について研究倫理に関する事項を審査することを目的として，本センターに北海

道大学社会科学実験研究センター研究倫理委員会（以下「委員会」という。） を置く。 

 （審査） 

第２条 委員会は，人間を対象とした実験研究に関して，申請された研究計画の内容について次に掲

げる事項について審査を行う。 

 (1) 実験研究の対象となる者（以下「研究対象者」という。）の人権の擁護のための配慮に関す

る事項 

 (2) 研究対象者（必要に応じて研究対象者の家族等を含む。）に理解を求め，同意を得る方法に 

関する事項 

 (3) 研究の実施及び研究成果の利用に伴って生ずる研究対象者への不利益及び危険性に対する配

慮に関する事項 

 (4) その他人間を対象とした実験研究に関する事項 

 （組織） 

第３条 委員会は， 次に掲げる者をもって組織する。 

 (1) 本センターの専任教員 

 (2) 本センターの兼務教員（センター長を除く。） 若干名 

 (3) 本センター以外の学識経験者 若干名 

 (4) その他センター長が必要と認めた者 若干名 

２ 前項の委員は， センター長が委嘱する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間

とする。 

 （委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き，委員の互選により選出する。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故あるときは，あらかじめ委員長の指名した委員がその職務を代行する。  

 （議事） 

第６条 委員会は，委員の過半数が出席し，かつ，第３条第１項第３号の委員の１名以上の出席がな

ければ開くことができない。 

２ 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

３ 委員会の開催及び議事は，緊急を要する場合において電子通信システムを用いて行うことができ

るものとする。 

 （審査の申請手続き等） 

第７条 研究計画の審査を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は，北海道大学社会科学

実験研究センターにおける人間を対象とする研究倫理審査申請書（様式1） によりセンター長に

申請するものとする。 

２ センター長は，前項の申請があったときは，委員会に付託するものとする。 
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３ 委員会は，センター長の付託があったときは，当該申請を審議し，その結果をセンター長に報告

するものとする。 

 （審査の判定） 

第８条 審査は， 次に掲げる区分により判定を行うものとする。 

 (1) 承認 

 (2) 条件付き承認 

 (3) 不承認 

 (4) 非該当 

２ 委員会は，必要に応じて，申請者から研究計画に関して詳細な説明を求めることができる。 

 （判定結果の通知） 

第９条 センター長は，第７条第３項の報告を受けたときは，速やかに申請者に審査結果を北海道大

学社会科学実験研究センターにおける人間を対象とする研究倫理審査結果通知書（様式2）を交付

することにより通知しなければならない。 

 （再審査） 

第10条 申請者は，審査の判定結果に対し異議のある場合は，前条に規定する審査結果通知書を受領

した日から起算して２週間以内にセンター長に再審査を請求することができる。 

２ 再審査の請求は，北海道大学社会科学実験研究センターにおける人間を対象とする研究倫理再審

査申請書（様式3） により申請しなければならない。 

３ 再審査は，当初の審査を担当した委員以外に，若干名の委員を追加して審査を行うものとする。 

 （庶務） 

第11条 委員会の庶務は，文学研究科・文学部事務部において処理する。 

（雑則） 

第12条 この内規の実施に関し必要な事項は，本センター運営委員会の議を経て， センター長が別

に定める。 

附 則 

この内規は，平成20年６月24日から施行する。 
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北海道大学社会科学実験研究センター点検評価内規 

平成 20 年２月 19 日 

 

 （趣旨） 

第１条 この内規は，国立大学法人北海道大学評価規程（平成 16 年海大達第 68 号）に基づき，北海

道大学社会科学実験研究センター（以下「センター」という。）が行う教育研究活動等の状況につ

いての点検及び評価に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 （委員会） 

第２条 センターに，次に掲げる事項を行うため，北海道大学社会科学実験研究センター点検評価委

員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 (1) センターの点検及び評価の基本方針並びに実施基準等の策定に関すること。 

 (2) センターの点検及び評価の実施に関すること。 

  (3) センターの点検及び評価に関する報告書等の作成及び公表に関すること。 

  (4) センターの点検及び評価結果の学外者による検証の実施に関すること。 

  (5) 法人評価及び認証評価に関すること。 

  （組織） 

第３条 委員会は，次に掲げる者をもって組織する。 

(1) センター長 

 (2) センターの専任教員 

 (3) 文学研究科・文学部事務長 

(4) その他センター長が必要と認めた者 若干名 

２ 前項第４号の委員は，センター長が委嘱する。 

３ 前項の委員の任期は２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

４ 前項の委員は，再任されることができる。 

 （委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名した委員がその職務を代行する。 

 （議事） 

第５条 委員会は，委員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。 

２ 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決する。 

 （専門委員会） 

第６条 委員会に，点検及び評価に係る専門的事項を処理するために，専門委員会を置くことができ

る。 

２ 専門委員会に関し必要な事項は，委員会が別に定める。 

 （評価の公表） 

第７条 センター長は，委員会が点検及び評価を実施し，その結果を取りまとめた場合は，これを公

表するものとする。 

 （学外者による検証） 

第８条  センター長は，委員会が行った点検及び評価の結果について，学外者による検証を受けるよ

うに努めるものとする。 

 （評価結果への対応） 
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第９条  センター長は，委員会が行った点検及び評価，学外者による検証並びに法人評価及び認証評

価の結果に基づき，改善が必要と認められる事項については，その改善に努めるものとする。 

 （庶務） 

第 10 条 委員会の庶務は，文学研究科・文学部事務部において処理する。 

 （雑則） 

第 11 条 この内規に定めるもののほか，センターの点検及び評価に関し必要な事項は，委員会が別

に定める。 

附 則 

この内規は、平成 20 年２月 19 日から施行する。 
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